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「治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価
及びデフレーター（平成19年度（2007年度）公表分

～令和2年度（2020年度）公表分）」における
各種資産評価単価の訂正について



【国土交通省 水管理・国土保全局 令和4年8月1日 記者発表】

国土交通省では、毎年度、家屋等に係る各種資産評価単価を算出する業務を発注し、その単価を河川事業等の

事業評価や水害統計の水害被害額の算出に使用しています。既に公表されている「各種資産評価単価及びデフ

レーター（平成 19 年度（2007 年度）公表分～令和２年度（2020 年度）公表分）」における各種資産評価単

価の数値の誤りについて記者発表を行いました。

（国土交通省 水管理・国土保全局 令和4年8月1日 記者発表

URL：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001129.html）
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前回平成29年度に第3回北陸地方整備局事業評価監視委員会で審議した事業では、前々回再評価(平成26年度)

から3年経過で、費用対分析実施判定票の項目に該当しないため、費用対効果分析を実施しないとしたため、 「各

種資産評価単価及びデフレーター（平成26年2月）」の平成25年資産評価単価を用いて費用便益分析を実施し

ています。

訂正前後の資産評価単価の変化割合及び誤りの内容は以下のとおりです。
【訂正前後の資産評価単価の変化割合、誤りの内容】

※第１表、第２表、第３表、第４表、第５表、第７表、第８表は訂正なし
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訂正に関する各種資産評価単価 正誤表については以下のとおりです。

【資産評価単価 正誤表】
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